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東京海上・米国新興成長株式ファンド＜愛称 グローイング・アメリカ＞ 

 
東京都千代田区丸の内１－８－２ 鉃鋼ビルディング 

お問い合わせ窓口 

東京海上アセットマネジメント サービスデスク 0120-712-016 

※土日祝日・年末年始を除く９時～17時 

http://www.tokiomarineam.co.jp/ 

 

 

 

 
 

東京海上・ 

米国新興成長株式ファンド 

＜愛称 グローイング・アメリカ＞ 

 

第９期 運用報告書（全体版） 
 

（決算日 2017年12月22日） 

 

受益者のみなさまへ 

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお

礼申し上げます。 

さて、「東京海上・米国新興成長株式

ファンド＜愛称 グローイング・アメリ

カ＞」は、このたび、第９期の決算を

行いましたので、期中の運用状況をご

報告申し上げます。 

今後とも一層のお引き立てを賜ります

よう、お願い申し上げます。 

 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 
追加型投信／海外／株式 
（課税上は株式投資信託として取扱われます。） 

信託期間 2013年９月３日から2021年12月22日 

運用方針 信託財産の成長を目指して運用を行います。 

主要投資 
対 象 

東 京 海 上 ・ 
米国新興成長株式 
フ ァ ン ド 

「東京海上・米国新興成長
株式マザーファンド」お
よび「ＬＭ・ＵＳ新成長株
式ファンド（適格機関投
資家専用）」を主要投資対
象とします。 

 
東 京 海 上 ・ 
米国新興成長株式 
マザーファンド 

米国の取引所に上場され
ている中小型の企業の株
式（ＤＲ（預託証書）を含
みます。）を主要投資対象
とします。 

 
ＬＭ・ＵＳ新成長株式 
フ ァ ン ド 

（適格機関投資家専用） 

「ＬＭ・ＵＳ新成長株式マ
ザーファンド」受益証券
への投資を通じて、主に
米国の金融商品取引所に
上場（これに準ずるもの
を含みます。）されている
中小型の企業の株式を主
要投資対象とします。 

投資制限 

東 京 海 上 ・ 
米国新興成長株式 
フ ァ ン ド 

・株式への直接投資は行
いません。 

・外貨建資産への実質投
資割合には制限を設け
ません。 

・投資信託証券への投資
割合には制限を設けま
せん。 

 
東 京 海 上 ・ 
米国新興成長株式 
マザーファンド 

・株式への投資割合に
は、制限を設けません。 

・外貨建資産への投資割
合には、制限を設けま
せん。 

 
ＬＭ・ＵＳ新成長株式 
フ ァ ン ド 

（適格機関投資家専用） 

・株式への実質投資割
合には、制限を設けま
せん。 

・外貨建資産への実質投
資割合には、制限を設
けません。 

分配方針 

毎決算時に、原則として経費控除後の、繰越分
を含めた配当等収益および売買益（評価益を含
みます。）等から、基準価額の水準、市況動向
等を勘案して分配を行う方針です。ただし、分
配対象額が少額の場合等には、収益分配を行わ
ないことがあります。 
収益の分配に充当せず、信託財産内に留保した
利益については、運用の基本方針に基づいて運
用を行います。  
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原則、各表の数量、金額の単位未満は切り捨て、比率は四捨五入で表記していますので、表中の個々の数字の合計が合計欄の値と一致し

ない場合があります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

また、－印は組み入れまたは売買がないことなどを示しています。  

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 東 京 海 上 ・ 

米国新興成長株式 
マザーファンド 

ＬＭ・ＵＳ新成長株式 
フ ァ ン ド 
(適格機関投資家専用) 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

５期(2015年12月22日) 10,137 100 △10.6 662,566 △11.9 49.1 46.2 9,175 

６期(2016年６月22日) 8,693 0 △14.2 577,315 △12.9 49.0 49.8 6,136 

７期(2016年12月22日) 10,254 250 20.8 722,701 25.2 49.7 51.0 5,655 

８期(2017年６月22日) 10,171 150 0.7 742,475 2.7 49.2 49.4 4,886 

９期(2017年12月22日) 10,885 600 12.9 856,027 15.3 49.5 49.6 4,682 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込みです。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 東 京 海 上 ・ 

米国新興成長株式 
マザーファンド 

ＬＭ・ＵＳ新成長株式 
フ ァ ン ド 
(適格機関投資家専用)  騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2017年６月22日 10,171 － 742,475 － 49.2 49.4 

６月末 10,245 0.7 748,325 0.8 49.3 49.8 

７月末 10,208 0.4 751,392 1.2 49.7 50.1 

８月末 10,030 △ 1.4 741,988 △ 0.1 49.8 49.8 

９月末 10,660 4.8 795,543 7.1 49.9 50.3 

10月末 10,954 7.7 816,096 9.9 50.3 49.9 

11月末 11,196 10.1 835,695 12.6 49.7 50.8 

(期  末)       

2017年12月22日 11,485 12.9 856,027 15.3 49.5 49.6 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

 

参考指数はラッセル2500グロース・インデックスであり、基準価額への反映を考慮して、基準日前日のラッセル2500グロース・インデック

ス（配当込み、米ドルベース）の値を基に委託会社が定める為替レートで円換算したものです。 

ラッセル2500グロース・インデックスとは、米国企業株のうち時価総額上位3,000銘柄から時価総額上位500銘柄を除いた2,500銘柄のうち、

相対的にPBR（株価純資産倍率）が高く、成長が予測される銘柄で構成され、米国の中小型成長株の株価の値動きを捉えた指数として一般

的に用いられています。 

ラッセル・インデックスに関連するトレードマーク、サービスマークおよび著作権は、ロンドン証券取引所グループに属する会社に帰属し

ます。インデックスは資産運用管理の対象とはなりません。またインデックス自体は、直接投資の対象となるものではありません。 
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○運用経過 (2017年６月23日～2017年12月22日) 

■期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 分配金再投資基準価額および参考指数は、期首（2017年６月22日）の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 

（注） 参考指数は、ラッセル2500グロース・インデックスです。 

 

◇基準価額の主な変動要因 
プラス要因 

・米国の堅調な経済指標や雇用環境を背景とした、米国株式市場の上昇 

・為替市場が円安米ドル高で推移したこと 

 

マイナス要因 

・北朝鮮を巡る地政学的リスクの高まりなどを受けた、米国株式市場の一時的な下落 

 

■投資環境 
【米国株式市場】 

当期の米国株式市場は前期末対比で上昇しました。期の前半は、2017年６月にFRB（米連邦準備制度理事会）が利上げを

実施しましたが、利上げは緩やかなペースで行われるとの見方から米国株式市場は上昇しました。期の半ばには、中東や北

朝鮮を巡る地政学的リスクの高まりなどが相場の上昇を抑制する場面も見られましたが、堅調な企業業績を背景に米国株

式市場は上昇基調で推移しました。 

期末にかけては、11月末から始まった年末商戦が好調であったことやトランプ米政権の掲げる税制改革が米議会の上下

両院にて可決されたことなどが好感され、上昇基調が継続しました。 
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このような環境下、主要投資対象としている中小型成長株の代表的な動きを示すラッセル2500グロース・インデックスは、

前期末対比で上昇しました。 

 

【為替市況】 

当期の米ドル円為替レートは円安米ドル高となりました。期初は、FRBが利上げを実施したことから、円安米ドル高基調

で推移しました。その後、北朝鮮の地政学的リスクやトランプ米大統領の政権運営に対する不透明感などから円高米ドル安

となる局面もありましたが、FRBが年内の追加利上げを示唆すると再び円安米ドル高基調となりました。期の後半にかけて

も、底堅い米国経済を背景に円安米ドル高基調が継続しました。 

 

  
 

■ポートフォリオについて 
＜東京海上・米国新興成長株式ファンド＞ 

当ファンドは、２つの投資信託証券への投資割合が各々50％程度となるように運用を行いました。当ファンドの基準価額

（税引前分配金再投資）は、これらの値動きを反映し12.9％上昇しました。 

 

＜東京海上・米国新興成長株式マザーファンド＞ 

当期、基準価額は10.5％上昇しました。 

業種別では、金融や情報技術などのセクターがプラスに寄与しましたが、ヘルスケアや一般消費財・サービスなどのセク

ターがマイナスに寄与しました。 

個別銘柄では、通期の業績見通しを上方修正したローンの紹介サイト運営会社や、顧客層拡大により収益の伸びが期待さ

れる建設・輸送用機械レンタル会社などがプラスに寄与しました。一方、悪性高熱症治療薬の適用拡大が当局に認可されな

かった医薬品製造会社や業績見通しの下方修正が嫌気されたエンターテイメント施設運営会社などが、マイナスに寄与し

ました。 
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【組入上位５銘柄】 

 
※業種名は、GICS（世界産業分類基準）セクター分類です。 

※比率は純資産総額に対する割合です。 

 

＜ＬＭ・ＵＳ新成長株式ファンド（適格機関投資家専用）＞ 

当期、基準価額は17.3％上昇しました。 

業種別では、資本財・サービス、情報技術などのセクターがプラスに寄与した一方、ヘルスケアセクターはマイナスに寄

与しました。 

個別銘柄では、米国を襲ったハリケーン「イルマ」からの復興需要への期待が好感された非木製デッキ製品メーカーTREX 

COMPANY INCなどの銘柄がプラスに寄与しました。一方、取引先の病院関連企業の業績が下振れしていることが嫌気された

臨床開発ソリューション提供会社などがマイナスに寄与しました。 

 

【組入上位５銘柄】 

 
※業種名は、GICS（世界産業分類基準）セクター分類です。 

※比率は純資産総額に対する割合です。 

※レッグ・メイソン・アセット・マネジメント株式会社の情報を基に作成しています。 

 

■当ファンドのベンチマークとの差異 
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを

設けていません。 

グラフは、当ファンドの基準価額と参考指数の騰

落率の対比です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
（注） 基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注） 参考指数は、ラッセル2500グロース・インデックスです。 
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■分配金 
当ファンドの収益分配方針に基づき、基準価額の水準や市況動向などを勘案して、次表の通りとしました。なお、収益分

配に充てなかった収益については信託財産内に留保し、当ファンドの運用方針に基づいて運用を行います。 

 

◇分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第９期 

2017年６月23日～ 
2017年12月22日 

当期分配金 600  

(対基準価額比率) 5.224％ 

 当期の収益 572  

 当期の収益以外 27  

翌期繰越分配対象額 915  
 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

○今後の運用方針  

＜東京海上・米国新興成長株式ファンド＞ 

原則として、２つの投資信託証券への投資割合が各々50％程度となるように運用を行う方針です。 

 

＜東京海上・米国新興成長株式マザーファンド＞ 

2017年年初より、トランプ米政権による規制緩和の実現や減税への期待が投資家の買い意欲を押し上げ、米国株式市場で

も複数のセクターで上昇が続きました。税制改革法案への期待は既に米国株式市場にはある程度織り込まれていると考え

ますが、同法案が可決されたことを受けて、市場の不確実性が取り除かれたことは株価の更なる後押しになると考えます。 

トランプ米政権の掲げる政策への期待は、米国経済、米国株式市場、そして米国成長株への強い支援材料になると考えま

す。税制改革法案については、法人減税により企業の税引き後利益が拡大するという直接的な影響に加え、税引き後所得の

増加による消費者心理の改善や企業の投資意欲の活発化といった間接的な影響も見込むことが出来ると考えます。特に、中

小型企業は米国内での事業比率が高いことから、大型企業と比べて同法案の恩恵を大きく受けると考えています。 

このような環境下、今後も個別要因で業績を伸ばせる中小型成長企業への選別投資を継続する方針です。 

 

＜ＬＭ・ＵＳ新成長株式ファンド（適格機関投資家専用）＞ 

中小型株式市場全般に対して中長期的に強気の見方を維持しています。中小型銘柄のイノベーションと投資は続いてお

り、中小型銘柄が提供する商品やサービスの需要も増加しているものが多く、魅力的な銘柄を見出すことができると考えて

います。 

銘柄選択にあたっては、バリュエーションやリスク管理に注意を払いつつ、個別企業のファンダメンタルズ分析に基づ

き、競争力、収益性、財務の安定性に優れ、成長余力が大きいと考えられる銘柄を選定する方針です。 
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○１万口当たりの費用明細 (2017年６月23日～2017年12月22日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 83  0.785  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (47)  (0.449)  ＊委託した資金の運用、基準価額の計算、目論見書作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (34)  (0.325)  ＊購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの 
 管理および事務手続き等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 1)  (0.011)  ＊運用財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 3   0.029   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
＊売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 3)  (0.029)   

（c） 有 価 証 券 取 引 税 0   0.001   (c)有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数 
＊有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金 

 （ 株  式 ） ( 0)  (0.001)   

（d） そ の 他 費 用 3   0.027   (d)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） ( 2)  (0.021)  ＊保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金 
 の送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） ( 1)  (0.005)  ＊監査費用は、監査法人に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ そ の 他 ） ( 0)  (0.000)  ＊その他は、信託事務等に要する諸費用 

 合 計 89   0.842    

期中の平均基準価額は、10,548円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満を四捨五入しています。 

（注） 売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに

対応するものを含みます。 

（注） 各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券（親投資信託を除く。）が支払った費用を含みません。 

（注） 当該投資信託証券の直近の計算期末時点における「１万口当たりの費用明細」が取得できるものについては後述することとしています。

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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東京海上・米国新興成長株式ファンド＜愛称 グローイング・アメリカ＞ 

○売買及び取引の状況 (2017年６月23日～2017年12月22日) 

 

 

銘 柄 
買 付 売 付 

口 数 金 額 口 数 金 額 

国 
内 

 千口 千円 千口 千円  
ＬＭ・ＵＳ新成長株式ファンド（適格機関投資家専用） － － 290,930 470,000  

 
（注） 金額は受渡代金です。 

 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
東京海上・米国新興成長株式マザーファンド － － 201,376 320,000 

 
 
 

○株式売買比率 (2017年６月23日～2017年12月22日) 

 

項 目 
当 期 

東京海上・米国新興成長株式マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 2,319,794千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 2,272,851千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.02   
 

（注） (b)は、各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

（注） (c)は、小数点以下２位未満を切り捨てています。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2017年６月23日～2017年12月22日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

投資信託証券 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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東京海上・米国新興成長株式ファンド＜愛称 グローイング・アメリカ＞ 

○組入資産の明細 (2017年12月22日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 比 率 

 千口 千口 千円 ％ 

ＬＭ・ＵＳ新成長株式ファンド（適格機関投資家専用） 1,627,161 1,336,231 2,323,038 49.6 

合 計 1,627,161 1,336,231 2,323,038 49.6 
 

（注） 比率は純資産総額に対する割合です。 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

東京海上・米国新興成長株式マザーファンド 1,589,652 1,388,276 2,320,226 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2017年12月22日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

投資信託受益証券 2,323,038 46.5 

東京海上・米国新興成長株式マザーファンド 2,320,226 46.5 

コール・ローン等、その他 347,350 7.0 

投資信託財産総額 4,990,614 100.0 
 

（注） 東京海上・米国新興成長株式マザーファンドにおいて、当期末における外貨建純資産（2,279,761千円）の投資信託財産総額（2,320,295

千円）に対する比率は98.3％です。 

（注） 外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値で邦貨換算したものです。なお、当期末における邦貨換算レートは１

米ドル＝113.41円です。 

 

 

親投資信託残高 
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東京海上・米国新興成長株式ファンド＜愛称 グローイング・アメリカ＞ 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2017年12月22日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 4,990,614,343   

 コール・ローン等 317,349,522   

 投資信託受益証券(評価額) 2,323,038,031   

 東京海上・米国新興成長株式マザーファンド(評価額) 2,320,226,790   

 未収入金 30,000,000   

(B) 負債 307,945,025   

 未払収益分配金 258,122,717   

 未払解約金 12,004,557   

 未払信託報酬 37,558,238   

 未払利息 579   

 その他未払費用 258,934   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 4,682,669,318   

 元本 4,302,045,297   

 次期繰越損益金 380,624,021   

(D) 受益権総口数 4,302,045,297口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,885円 
 

（注） 当ファンドの期首元本額は4,804,134,911円、期中追加設定元本

額は35,246,131円、期中一部解約元本額は537,335,745円です。

（注） 当期末の１口当たり純資産額は1.0885円です。 
 

○損益の状況 (2017年６月23日～2017年12月22日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △     10,882   

 受取利息 430   

 支払利息 △     11,312   

(B) 有価証券売買損益 601,604,974   

 売買益 622,561,465   

 売買損 △ 20,956,491   

(C) 信託報酬等 △ 37,817,172   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 563,776,920   

(E) 前期繰越損益金 △ 65,154,118   

(F) 追加信託差損益金 140,123,936   

 (配当等相当額) (  153,414,349)  

 (売買損益相当額) (△ 13,290,413)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 638,746,738   

(H) 収益分配金 △258,122,717   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 380,624,021   

 追加信託差損益金 140,123,936   

 (配当等相当額) (  153,419,641)  

 (売買損益相当額) (△ 13,295,705)  

 分配準備積立金 240,500,085   
 

（注） (B)有価証券売買損益は、期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (C)信託報酬等は、消費税等相当額を含めて表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金は、信託の追加設定の際、追加設定をした

価額から元本を差し引いた差額分です。 

（注） 計算期間末における費用控除後の配当等収益（4,967,014円）、

費用控除後の有価証券等損益額（241,203,191円）、信託約款に

規定する収益調整金（153,419,641円）および分配準備積立金

（252,452,597円）より分配対象収益は652,042,443円（１万口当

たり1,515円）であり、うち258,122,717円（１万口当たり600円）

を分配金額としました。 

（注） 信託財産の運用指図に係る権限の一部を委託するために要した

費用として、マザーファンドの純資産総額に対して年１万分の

90の率を乗じて得た額を委託者報酬の中から支弁しています。 
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東京海上・米国新興成長株式ファンド＜愛称 グローイング・アメリカ＞ 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 600円 
 
◇分配金をお支払いする場合：分配金は、決算日より起算して５営業日までにお支払いを開始しました。 
◇分配金を再投資する場合：お手取り分配金は、12月22日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資
しました。 

◇課税上の取扱いについて 
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、分配金は全額普通分配金となります。 
・分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合は、分配金は個別元本を上回る部分
が普通分配金、下回る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

・分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合は、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配
金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

・個人の受益者に対する課税は以下のとおりです。（法人の受益者の場合は取扱いが異なります。） 
収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については、20.315％（所得税15.315％、地方税５％）の税率による源泉
徴収が行われ、申告不要制度が適用されます。収益分配金のうち課税対象となるのは普通分配金のみであり、元本払戻
金（特別分配金）は課税されません。 

 
税法改正等により、課税上の取扱い内容が変更になる場合があります。 
課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家にご確認ください。 

 

○お知らせ  

 2017年９月23日付で、信託期間を３年延長し、信託終了日を2021年12月22日とする約款変更を行いました。 
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